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ま え が き

１．税理士としての意見表明について

税の職業専門家である私たち税理士は、その業務を通じて、実際に税を負担する立場にある納

税者と常に接しており、納税者の税に対する種々の考え方を知ることができる。

特に中小事業者については、決算・申告業務を通じて、その経営状況を最もよく知る立場にあ

り、税理士こそが納税者や納税義務者の意見を代弁する者としてもっともふさわしいと考えられ

る。

税制は、このような税理士が疑問や矛盾を感じるようなものであってはならない。

税の専門家団体である近畿税理士会は、以下の基本的な視点に基づき、税制改正に対する最近

の動向を踏まえたうえで、より適正な制度が構築されるよう十分な検討を行い、税理士法 49条の

11 及び同法 49 条の 15 の趣旨に基づき、ここに平成 21 年度の税制改正に関する意見を表明する

ものである。

２．基本的な視点について

回復基調にあるとされていたわが国の経済であったが、アメリカで端を発したサブプライムロ

ーン問題、原油価格の高騰や加速度的に進む少子長寿化、地域間や世代間の格差等の内外の多く

の問題が山積し、先行きに陰りが見え始めている。

税制は、その改正の方向性が妥当であることはもちろん、経済環境の変化に配慮しながらも、

税制に対する基本的考え方である「公平・中立・簡素」の三要素に適合するものでなければなら

ない。さらに、この三要素とは別に、日本税理士会連合会は、国民がタックスペイヤーとしての

責任と自覚と誇りを持って税を負担し合う制度の確立が必要であるという考え方から、次の 5 つ

を基本的な視点として掲げている。本意見書はこの基本的な視点から検討したものである。

なお、平成 20 年度改正では、相続税の課税方式を遺産取得課税方式に移行することを検討する

ことが盛り込まれている。現行課税方式から遺産取得課税方式への移行は、相続税のあり方が根

本的に変わることを意味し、現行制度の下に採られてきた諸施策にも大きな影響を及ぼすことに

なる。近畿税理士会では、今後も継続して遺産取得課税方式を前提とした相続税のあり方につい

て検討し、時機を失することのないように適宜提言をしていきたい。

(1) 公平な税負担

公平な税負担は、税制のあり方を考えるうえで最も基本的な視点である。しかし、公平には、

水平的公平、垂直的公平、世代間の公平などの考え方があり、公平な税制を検討するにあたり、

できる限り広い視野で客観的な立場から、バランスのとれた税制を構築する必要がある。

(2) 理解と納得のできる税制

わが国の国税のほとんどは申告納税方式によって確定し、賦課課税方式による個人住民税や
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事業税も申告納税方式による所得税の課税標準の計算を基礎としているので、結果的にほとん

どの税が申告納税方式に関係している。

申告納税制度は納税者による税の自己賦課であり、租税法律主義のもとで納税者は租税法規

の解釈権を第一義的に有している。

したがって、租税制度は、複雑難解なものであってはならず、納税者が理解でき納得するも

のであることが必須である。

(3) 必要最小限の事務負担

申告納税制度のもとでは、納税者自らが課税標準を算定し税額を計算し申告書を作成するの

であるから、納税者には納税のための事務負担が生じる。

しかし、租税収入に係る費用は、税務行政庁ばかりでなく納税者における納税事務費用も併

せて認識されるべきであり、その負担は常に必要かつ最少になるように配慮されるべきである。

(4) 時代に適合する税制

税制は、経済社会の構造変化や取引形態の変化に対して適切に対応してゆく必要がある。そ

うでなければ、納税者に新たな不公平が生ずるなどの弊害を招くことになる。

したがって、既成の制度に縛られることなく、国民の自助努力と経済の活性化を促進するこ

と等を念頭におき、常に時代に適合するように税制の見直しを継続しなければならない。

(5) 透明な税務行政

税務行政は、公平な税負担の確保と申告納税制度の維持発展、タックスコンプライアンスの

確保のために、透明であることが必要不可欠である。

３．本意見書の構成

この意見書は、共通２項目、所得税 16 項目、法人税 13 項目、相続税・贈与税８項目、消費税

８項目、印紙税１項目、地方税 14 項目、環境税１項目及び税務行政５項目の合計 68 項目からな

っている。
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なお、本年の意見書における重要項目は次のとおりである。

＜所得税＞

こども税額控除を創設すること。

＜相続・贈与＞

・遺産取得課税方式に変更となった場合には、基礎控除については、相続人間の課税の公平を

十分に考慮すべきである。

・遺産取得課税方式に変更となった場合においても、以下の点については、原則として現行の

制度を維持すべきである。

(1) 納税地

(2) 配偶者に対する相続税額の軽減

・遺産取得課税方式への変更に際しては、相続時精算課税制度を採用している者への措置を講

じるべきである。

＜消費税＞

・複数税率の導入に反対する。

・インボイス方式の導入に反対する。
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Ⅰ 共通

１．租税特別措置法のうち恒久的な制度については本法に定め、政策的なものについてはすべ

て期限を設けて定めるべきである。

また、租税特別措置法に相当する地方税法の本法附則規定は、地方税法とは独立させ、別

に規定すること。

【理 由】

租税特別措置法には、個人における土地建物等の譲渡所得の分離課税や収用等に係る課税の特

例などのように時限立法には適さないものも規定されており、また、法人に対する土地重課制度

のように適用期限が設けられていないものもある。

しかし、租税特別措置は、社会政策上の特定の目的を実現するために、一定の要件に該当する

場合に税負担を軽減又は加重する措置であり、本来は、臨時的・短期的なものである。

したがって、恒久的な制度とすべきものについては、所得税法や法人税法等の中に組み込むべ

きである。同時に、租税特別措置法で規定する事項については、すべてについて適用期限を設け

るとともに、期限が到来する都度、継続の必要性を検討すべきである。

また、地方税法では、国税における租税特別措置法的な規定は本法附則に規定され、その他に

改正法附則があることから、国税に比較して理解しにくい法律となっている。

したがって、納税者が理解しやすい法律にするためにも、本法附則の部分は地方税法から独立

させ、租税特別措置法に相当する別の規定とし、地方税法を理解しやすいものにするべきである。

２．行為計算の否認制度を非同族会社にも範囲を広げ、行為又は計算の内容については、適用

要件を明確にするとともに具体例を示すべきである。

(所法 157,法法 132,132 の 2,132 の 3,相法 64,地価法 32)

【理 由】

同族会社の行為計算の否認規定では、同族会社の行為又は計算を容認すれば、法人税等の負担

を不当に減少することになると認められる場合に、法人の行為又は計算と異なるところによって、

更正又は決定をすることができるものとされている。

この規定は、同族会社の行為が恣意的に行われがちであり、一方、非同族会社の行為には恣意

的な要因はないとの前提に立って設けられている。

しかしながら、非同族会社であっても恣意的な行為が全くないとは言えず、このような前提は、

あまりにも一面的な見方であり、かつ負担の公平という観点からも問題がないとは言いがたく、

同族会社だけでなくすべての法人に対して適用するように改めるべきである。

また、この行為計算の否認規定に関しては、要件が非常に抽象的であり、運用は税務署長の裁

量権に委ねられており、内容はすでに削除されている旧基本通達を参照して内容を類推するなど

課税要件の明確性の点からみて問題が多い。組織再編に係る行為計算の否認規定や連結法人に係

る行為計算の否認規定も含めて、具体例を示すような方法で明確化すべきである。
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Ⅱ 所得税

１．こども税額控除を創設すること。

【理 由】

少子長寿社会における子育ての重要性が指摘される中、社会保障政策と併せて、税制面でも子

育てを支援することが必要である。

少子化対策としての子育て支援税制としては、①扶養控除額の拡大、②子供１人当たりにつき

一定額の税額を控除する方式への移行、③世帯単位課税による「Ｎ分Ｎ乗方式」の採用が考えら

れる。

まず、扶養控除額の拡大は、対象となる扶養者の数が多いほど税負担は少なくなるが、高所得

者ほど税額の軽減効果が大きくなる。次に、「Ｎ分Ｎ乗方式」は、世帯の人数に応じて課税所得が

平準化され、適用税率が低下することから、大家族ほど減税効果が高くなるが、高所得者に有利

に作用する側面も有する。これに対して、税額控除方式は、税額控除前の税額が少ない場合には

減税効果が限定的となるが、原則として、所得金額によって減税効果が異なることはない。

国民生活白書（平成17年）では、「年収400万円未満の世帯において子どものいない世帯の割合

が他の層よりも高い。つまり、一定の年収以上では必ずしも所得と子どもの数には明確な関係が

見られていないが、一定の経済力を下回ると子どもを持つ経済的負担感が高まり、子どもを持ち

にくくなると考えられる。」という指摘がされていることから、子育て支援税制としては、税額控

除方式が望ましいと考えられる。したがって、所得金額の低い者にも配慮しつつ、こども税額控

除を導入すべきである。

２．土地建物等の譲渡損失について、損益通算及び繰越控除を認めるべきである。

(所法69,措法31,32,措法41の5⑧,41の5の2⑧による読み替え後の所法70)

【理 由】

平成16年度改正により、土地建物等の譲渡損失は土地建物等の譲渡利益との内部通算だけが認

められ、他の所得との損益通算及び繰越控除が認められなくなった（ただし、居住用財産の譲渡

損失については、限られた一定の要件に該当する場合のみ損益通算及び繰越控除が認められてい

る。）。

土地建物等の譲渡損失について損益通算及び繰越控除を認めないことは、担税力を失った部分

に対しても課税することになり、課税上問題がある。特に事業用不動産の譲渡損失は事業収益と

一体のものであり、法人企業と個人企業との間の課税上の不公平を生じさせることとなる。

従前の損益通算の制度は、譲渡利益に最高税率の約２分の１の税率が適用され、譲渡損失はそ

の全額が総合課税所得から控除されており、利益の場合と損失の場合について均衡を失している

との指摘もある。しかしながら、譲渡損失という担税力の喪失を調整するための措置として、損

益通算制度は何らかの形で必要である。

したがって、譲渡益と譲渡損の取扱いの整合性について検討し、土地建物等の譲渡により生じ

た譲渡損失の損益通算及び繰越控除の制度について、復活することを提案する。
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３．配偶者控除等の人的控除を整理統合し、基礎控除額を大幅に引き上げること。

(所法83,83の2,84,86)

【理 由】

人的控除には、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除及び基礎控除があり、配偶者控除は一

般及び老人に区分され、また、扶養控除は一般、特定、老人及び同居老親に区分されており、非

常に複雑なものになっている。

そもそも人的控除は、世帯としての負担調整を行うものであるが、世帯の類型や就労形態など

が大幅に変化してきており、人的控除が実態に対応しきれていない。

したがって、課税最低限としての基礎控除額を大幅に拡充するとともに、複雑となっている人

的控除を整理統合し、時代に対応した人的控除制度に組み替える必要がある。

４．不動産所得の計算上生じた損失の金額のうち、土地等の取得に係る借入金に対応する支払

利息は損益通算の対象とされないとする特例を廃止すること。 （措法41の4）

【理 由】

この制度は、借入金により不動産の取得が、過度な節税や地価高騰の一因となっているという

観点から、平成３年度改正において創設されたものである。

しかし、土地の取得に要した借入金に係る支払利息は現実に流出しており、結果的に所得のな

いところに課税することになっている。また、不要不急の土地需要が認められず、低金利である

昨今においては、この特例の社会政策目的はなくなっている。さらに、法人税については、平成

10年度改正において、新規取得土地等に係る負債利子の特例が廃止されており、個人と法人との

間で整合性が保たれていない状態になっている。

したがって、所得税におけるこの特例制度は廃止すべきである。

５．居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除について、「住宅借入金等」要件を撤廃する

こと。

(措法41の5,措法41の5の2,措令26の7の2⑥,措法41の5⑧,41の5の2⑧による読み替え後の所法70)

【理 由】

平成16年度改正により、土地建物等の譲渡損失の損益通算及び繰越控除が認められなくなった

が、長期所有の居住用財産の譲渡損失についてはその特例が設けられた。

しかし、この特例を適用するためには、①住宅借入金等により居住用財産を買換えるか、②買

換えをしない場合には譲渡代金を上回る住宅借入金等の残債があることが要件となっている。そ

の結果、住宅を自己資金で購入した者と住宅ローンで購入した者、また、住宅ローンを既に返済

した者とそうでない者との間には、住宅の売却時に税負担面での不公平が生じる。

本来、居住用財産の譲渡損失は、生活基盤を支える基本的資産の価値の下落による損失が譲渡

により顕在化したものであるから、住宅借入金による買換えや住宅借入金の残高などの要件を撤

廃すべきである。
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６．給与所得に対する課税について下記のとおりとすること。

(1) 給与所得について、プライバシー保護の観点から、年末調整と確定申告の選択制にすべ

きである。

(2) 特定支出控除の拡充等により、給与所得者が確定申告をする機会を増やすこと。

(3) 給与所得控除額及び給与所得の金額を源泉徴収票に記載し、納税者にとって計算構造を

分かりやすくすること。 (所法28,57の2,226)

【理 由】

(1) 年末調整と確定申告の選択性の導入

現在、大半の給与所得者は、給与の支払者に対して扶養控除等申告書を提出し、それに基づ

く年末調整によって課税関係が完結している。

しかし、扶養控除等申告書には、個人的情報を記載することになっており、プライバシー保

護の観点から問題がある。また、年末調整を前提とした現行制度は、給与所得者の税に対する

認識の低下の一因となっている。

したがって、特定支出控除を適用しない場合においても、年末調整と確定申告を選択できる

ように改めるべきである。

(2) 特定支出控除の拡充と確定申告

特定支出控除の適用者は全国で毎年数人程度に過ぎない。特定支出が通勤費、転任に伴う引

越費用、研修費、資格取得費及び単身赴任者の帰宅旅費の５種類に限定されていることと、給

与所得控除の方が有利であることがその理由である。しかし、近年における雇用形態は大きく

変化しており、派遣労働や在宅就業を選択する者が増加するなど、事業としての性格も含まれ

ていると認識できる経費も増加している。

したがって、事業所得の必要経費のように、一定の勤務に必要な服装・用具・パソコン関連

費用、交際費、図書費、労働組合や同業団体の会費等のうち、業務遂行上必要な自己負担額も

特定支出に含めるべきである。

(3) 源泉徴収票への記載

現行の所得税法の規定では、給与所得の収入金額及び給与所得控除後の金額を給与所得者に

交付する源泉徴収票に記載すべきこととされている。これを、給与所得の収入金額、給与所得

控除額及び給与所得控除後の金額を記載し、住民税と同様、納税者が自分自身で税額の計算過

程を確認することができるようにすべきである。

７．社会保険診療報酬の所得計算の特例制度を廃止すること。 (措法26,67)

【理 由】

医業又は歯科医業を営む個人及び医療法人が支払を受ける社会保険診療報酬の金額が年間

5,000万円以下である場合には、経費率による必要経費の額又は損金の額に算入する金額を計算す

ることができる。

この制度は、社会保険医の所得水準の維持及び国民皆保険制度の定着を目的として昭和29年に

創設されたものであるが、その目的は既に達成されている。また、必要経費の額及び損金の額に
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算入する金額は、実額計算によることが原則であり、この制度を存置することは、公平な課税を

損なうものである。したがって、この特例制度は廃止すべきである。

８．勤続１年当たりの退職所得控除額を一定額にするとともに、退職所得の課税方式を勤続年

数に応じた方式に変更すべきである。 (所法30)

【理 由】

勤労者のライフスタイルや就労形態は多様化しており、就労期間が短期かつ流動化する傾向が

見られ、退職金を支給する代わりに、それを給料や賞与に加算して支給する企業もある。これら

の就労期間や支給形態の変化に対して、現行の退職所得の課税制度は十分に対応できていないと

考えられ、退職所得の計算方式を根本的に改める必要がある。

退職所得に係る税額計算について、退職金が給与の一括後払いである点を勘案して、「Ｎ分Ｎ

乗方式」を基礎とした平準化措置が組み込まれるべきであると考え、次の方式を提案する。

(1) 退職所得控除額は、就労期間による課税上の差をなくすために勤続１年当たりの控除額を

一定とし、かつ、段階的に縮減する。

(2) 計算は次の方式による。

退職所得の収入金額 － 退職所得控除額

勤 続 年 数

② (Ａ) × 勤続年数 ＝ 退職所得に係る税額

９．青色事業専従者給与を適用する場合の形式的要件を廃止し、退職金（特定退職金共済制度

掛金を含む。）についても一定の要件のもとで必要経費に算入すること。 (所法37,56,57)

【理 由】

事業所得等の金額の計算上必要経費に算入される青色事業専従者給与の金額は、あらかじめ税

務署長に提出した届出書に記載された範囲内で、かつ、労務の対価として相当と認められる範囲

内の金額とされている。さらに青色事業専従者となることのできる者は、事業に従事することが

できると認められる期間を通じて２分の１に相当する期間を超える期間につき、その事業に専ら

従事する者に限られている。

しかし、青色事業専従者給与の把握は、青色申告決算書への記載によって可能であり、また、

青色申告者の事業と家計は明確に分離されているはずであり、現実に勤務している場合の青色事

業専従者の給与が労務の対価として相当の金額であるときは、一般の従業員と異なる取扱いをす

る理由はない。

したがって、青色事業専従者給与に関する届出制度及び事業に従事できる期間の要件を廃止し

て、労務の対価として相当である部分の金額については必要経費に算入できるようにすべきであ

る。

× 税率 ＝ (Ａ)①
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さらに、青色事業専従者に対して退職金を支払った場合にも、退職金として相当と認められる

部分の金額については、一般の従業員に対する退職金と同様に、必要経費への算入を認めるべき

である。

10．不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき業務を行う居住者が死亡したことによって、

その使用人に対して退職金を支給した場合には、その金額を準確定申告の必要経費に算入す

ること。 (所法37)

【理 由】

被相続人に係る準確定申告において、不動産所得、事業所得又は山林所得の金額の計算上必要

経費に算入される退職金は、被相続人の死亡時において債務が確定しているものに限られている。

その結果、事業主が死亡したことにより事業が廃止された場合に、相続人が被相続人の使用人に

退職金を支給しても、予め退職給与規程等によって退職金の額が確定している部分の金額を除き、

必要経費に算入することができない。そのため、退職給与規程等が整備されていない場合では、

事業主の死亡により退職する使用人に退職金が適正に支給されない可能性がある。

所得税法63条には、事業を廃止した後の年において必要経費が発生した場合には計算を遡って

やり直す特例が設けられている。事業主の死亡により使用人に退職金を支払う場合もこの考えを

準用し、退職給与規程等によって退職金の額が確定している部分のみならず、準確定申告の申告

期限までに退職給与として支給した金額ないし支給すべき金額が合理的に計算しうる場合にはそ

の金額を準確定申告の計算上、必要経費に算入すべきである。

11．青色申告者の純損失及び雑損失・白色申告者の雑損失を繰り越す期間は、法人と同じ期間

とし、損失が生じた年分の確定申告書の期限内提出要件を廃止すること。 (所法70,71)

【理 由】

青色申告者の純損失の繰越控除期間は、３年である。確定申告者の雑損失の繰越控除期間も３

年である。青色申告者は、一定の帳簿の備付けと保存が求められており、小規模の法人と実態は

変わらないことから、繰越控除期間について、青色申告者の純損失と青色申告法人の欠損金との

間に格差を設ける理由は認められない。したがって、青色申告者の純損失の繰越控除期間は、７

年に延長すべきである。

雑損失は、損失の原因が外部要因のものであり対象資産も生活に通常必要なものに限られてい

ること、災害などの場合は損失額も多額になり復旧にも長期間を要すること、帳簿の備付けと保

存の要件が求められていないこと等の理由により、繰越控除期間について、青色申告者と白色申

告者に格差を設ける必要はない。したがって、雑損控除の繰越控除期間も７年に延長すべきであ

る。

また、雑損控除は、雑損失が生じた年分の確定申告書を提出し（期限内申告に限る。）、かつ、

その後連続して確定申告書を提出（期限後申告を含む。）している場合に認められることになって

いる。このために、例えば、雑損失が生じたにもかかわらず、所得税の額が配当控除の額等を超
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えないことから申告義務が発生せず確定申告書を提出しなかった個人について、その翌年に申告

義務が発生した場合は、雑損失の繰越控除の適用が認められないという事態が発生する。雑損控

除は、担税力の減殺を考慮するための措置であることから、期限内申告に限定する必要はない。

したがって、雑損控除の初年度適用についても、期限後申告が認められるべきである。

12．生命保険料控除のうち一般の生命保険料に係る部分の控除制度を廃止し、年金保険料に係

る控除額を増額すべきである。 (所法76)

【理 由】

現在、生命保険料控除には、一般の生命保険料に係る控除及び年金保険料に係る控除がある。

前者は、昭和22年に廃止された制度を、貯蓄の奨励と相互扶助による生活安定を目的として昭和

26年に復活したものである。後者は、個人の老後生活の安定のための自助努力を促進することを

主目的として、昭和59年度改正で創設されたものであり、平成２年度改正で拡充されている。

現在、年金保険以外の生命保険の世帯加入率がほぼ100％に達している。また、少子長寿社会に

おいては、個人の自助努力が一層求められることになる。

したがって、一般の生命保険料に係る控除制度を廃止し、自助努力の一層の促進と社会保障制

度の補完の観点から、年金保険料に係る控除額を増額すべきである。

13．医療費控除の上限額を大幅に引き上げるとともに、生計を一にしない親族に係る医療費を

支払った場合にも、その医療費の金額を医療費控除の対象とすること。 （所法73）

【理 由】

医療費控除は、生計費の一部である医療費が一般的な家計負担の水準を上回って偶発的に支出

された場合に、その支出による担税力の減殺を考慮し、税負担を調整する制度である。この医療

費控除額の上限は200万円であるが、この金額は、昭和50年度改正の後、変更されていない。

平成12年４月からの介護保険制度の施行に伴い、医療費控除の対象となる医療費の範囲が拡大

しており、また、保険診療の対象とならない高額な治療を必要とする者にとっては、医療費負担

が非常に大きなものとなっている。

したがって、医療費控除額の上限は、大幅に引き上げるべきである。

また、老親の介護費用等については、同一生計であるか否かにかかわらず、その子供全員で負

担することも多い。しかし、同一生計の親族が負担した医療費だけが医療費控除の対象とされ、

別生計である子が負担した場合には医療費控除の対象にならない。生計を一にしない親族に係る

医療費を支払った場合であっても、民法上の扶養義務がある場合には、医療費控除の対象とすべ

きである。

14．準確定申告の期限を、相続の開始があったことを知った日の翌日から10月を経過した日の

前日までとすること。 （所法124,125）
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【理 由】

相続税の申告期限は、被相続人の財産債務の把握に日時を要するため、相続開始後10月以内（平

成４年度改正前は６月）となっている。一方、被相続人に係る準確定申告の期限は、相続開始後

４月以内であり、この申告期限は、昭和22年に創設された後、変更されていない。

準確定申告と相続税の税額計算とは互いに関連する部分が多く、特に金融資産が多い場合には

両者の関連度合いが大きいこと、被相続人が事業所得者である場合には事業内容の把握に時間を

要すること、４月以内という期限には合理的理由が見当たらず、この期間内に遺産分割協議が成

立していないことが多い。

したがって、納税者の事務負担の軽減を考慮し、準確定申告の期限を相続税の申告期限と同じ

く10月以内とすべきである。

15．総所得金額及び山林所得金額の合計額が２千万円を超える場合の財産債務明細書の提出義

務を廃止すること。 (所法232)

【理 由】

財産債務明細書の提出は、昭和25年の富裕税の創設に伴い、これを補完するために設けられた

制度である。しかし、すでに富裕税は廃止されており､そもそも２千万円という金額の根拠が見当

たらない。したがって、この制度は早急に廃止すべきである。

16．所得区分の見直しをすること。

【理 由】

現行の所得区分は、その性質、発生の態様及び担税力等により 10 種類に分類されているが、経

済社会が大幅に変化したことや金融商品が多様化したことを踏まえ、所得区分を見直すことが必

要となっている。その中で、次の３点について、特に要望をする。

(1) 不動産所得は、昭和 25 年に資産所得の合算課税制度が導入された際に、「事業等所得」から

分離して設けられたものである。しかし、平成元年に合算課税制度が廃止された後は、不動産

所得を引き続き独立した所得区分として存置する必要性は乏しいといえる。したがって、不動

産所得は、原則として事業所得に統合することが適当である。

(2) 預貯金の利子並びに国債及び地方債の利子は利子所得であり、公社債の償還差益及び定期積

金又は相互掛金の給付補てん金は雑所得とされている。また、公社債投資信託の収益の分配金

は利子所得に、公社債投資信託以外の投資信託の収益の分配金（オープン型証券投資信託の特

別分配金を除く。）は配当所得に区分されている。このように、金融資産の運用等から生ずる所

得が複数の所得区分に分類されていることは、課税の中立性及び簡素化の観点からは問題であ

る。したがって、これらの所得は、金融所得として一元化して分類されることが適当である。

(3) 公的年金等の所得区分は、昭和 62 年の税制改正で公的年金等控除が設けられた際に、給与所

得から雑所得に変更され、現在に至っている。公的年金等の受給者が増大することと、公的年

金の役割が今後の社会においても重要であることを考慮すると、雑所得の一部としてではなく、

年金所得の分類を設けることが適当である。
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Ⅲ 法人税

１．受取配当等は、全額益金不算入とすべきである。 (法法 23）

【理 由】

平成 14 年７月改正において、連結納税制度の創設に伴う税収減の財政措置として、連結法人株

式等及び関係会社株式等のいずれにも該当しない株式等に係る配当等の益金不算入割合は80％か

ら 50％に引き下げられ、また負債利子の額から特定利子を除く措置も廃止された。

しかし、受取配当等の益金不算入制度は二重課税を排除する趣旨で設けられているものであり、

益金不算入を制限することはその趣旨に反することとなり、また剰余金の分配の促進や証券市場

の活性化を阻害する結果となる。

したがって、負債利子を控除することなく受取配当等はその全額を益金不算入とすべきである。

２．交際費課税について、次のように改正すべきである。

(1) 交際費等の範囲を冗費や濫費の性格の強いものに限定すること。

(2) また、当面の問題として、定額控除限度額以下の部分の 10％を損金不算入とする制度は、

早急に廃止すべきである。 (措法 61 の 4)

【理 由】

(1) 交際費課税は、企業の資本充実の一環として冗費の支出抑制を目的に租税特別措置法に規定

され、以後わが国経済の発展の中で、企業の濫費支出に対する社会的批判を背景として、課税

強化の一途をたどってきた。

しかし、現行の交際費等には、社会通念上当然に支出されるべき香典や見舞金等の慶弔費の

ほか、売上増加に直接寄与するものや有用な情報収集のために必要不可欠なものもあり、必ず

しも冗費や濫費とはいえない費用が含まれており、交際費等の範囲を見直すべきである。

さらに、交際費等の具体的な範囲についても一定の明示はされているが、依然として通達に

依存するところが大きく、課税庁の裁量に委ねられている面がある。また、1 人当たり 5,000

円以下の一定の飲食費については、交際費等の範囲から除外することとされているが、事業活

動の中で当然に必要なものは、金額の多寡に限らず損金の額に算入されるべきものであり、形

式的に一律に交際費等に該当するか否かの判断をするべきものではない。

(2) 支出交際費等の 10％相当額の損金不算入規定は、単なる租税収入確保のための規定であり、

早急に廃止すべきである。

３．同族会社の使用人兼務役員の判定は、持株による形式的判定基準を廃止し、実際に使用人

としての職制上の地位を有し、当該業務に従事しているかどうかにより判定すべきである。

(法法 2十,34⑤,法令 71①)
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【理 由】

同族会社において、取締役などが使用人としての職務に従事している場合であっても持株基準

により使用人兼務役員ではなく、役員として取り扱われ、持株基準が適用されない非同族会社と

比べ明らかに差が生じている。

現行法の｢使用人兼務役員とされない役員｣に係る規定については、その持株割合による形式判

定基準を廃止すべきである。実際の判断については、使用人としての職制上の地位を有し、当該

業務に従事しているかどうかという実質的要件を基準とすべきである。

４．中小法人に対する軽減税率の対象となる所得金額を 1,600 万円に引き上げるべきである。

(法法 66①,②,法人税の負担軽減措置に関する法律 16)

【理 由】

中小法人に対する軽減税率の対象となる所得金額は、わが国の経済の中核を支える中小法人の

経営基盤が相対的に弱く担税力が乏しいという点と、法人と個人との税負担の調整を行うという

点から、昭和 30 年に創設され、その後昭和 56年に年 800 万円となり現在に至っている。

景気回復を示す経済統計数値が示されているが、大法人と中小法人との格差は著しく、中小法

人の経営基盤は依然として脆弱で、大法人に比べ営業力、技術力、資金調達力も乏しいことから、

中小法人の平均所得金額等を考慮し、軽減税率の対象となる所得金額を 1,600 万円に引き上げる

べきである。

５．少額減価償却資産については、次の改正を行い、制度を簡素化すべきである。

(1) 少額減価償却資産の取得価額基準を 30 万円未満に引き上げること。

(2) (1) に伴い、一括償却資産の損金算入制度を廃止すること。

(法令 133,133 の 2,措法 67 の 5)

【理 由】

(1) 少額減価償却資産の取得価額引上げ

少額減価償却資産については、昭和 63 年に当時の物価水準及び個別管理の事務負担に配慮す

る等の観点から、その取得価額基準が 10 万円未満から 20 万円未満に引き上げられた。その後、

平成 10 年度改正において、量的な規制がないため租税負担の軽減手段として利用されやすいこ

と、主要先進国において例のない取扱いとなっていることなどから、再度 10万円未満に引き下

げられた。同時に 20 万円未満の減価償却資産について一括償却資産の損金算入制度が創設され

ている。

また、中小企業者に対しては、取得価額 30 万円まで（上限金額が 300 万まで）の減価償却資

産は取得時に全額損金に算入することが認められている。

ＩＴ関連機器をはじめとした少額な設備投資は中小企業者に限らず、継続的に発生するもの

であり、10 万円未満という取得価額基準はあまりにも少額であること、さらに、中小企業者に

は３つの制度、中小企業者以外の者では２つの制度が並存するので、制度の簡素化による事務
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負担の軽減や設備投資を促進する観点から、少額減価償却資産の取得価額基準を 10 万円未満か

ら 30 万円未満に引き上げ、上限金額を設けずに全法人を対象とした制度とすべきである。

(2) 一括償却資産制度の廃止

一括償却資産の制度については、(1)の取得価額の引上げに伴い廃止すべきである。

６．欠損金の繰戻しによる還付制度を次のように改正すべきである。

(1) 欠損金の繰戻しによる還付制度は法人税法本則に定められているが、現在も停止措置が続

行されているので、これを解除すべきである。

(2) さらに、中小法人についてはその繰戻期間を 1年から７年間に延長すべきである。

(法法 80，措法 66 の 13)

【理 由】

課税年度独立の原則により法人の課税所得は計算されるのであるが、その例外として「担税力

なきところに課税なし」とする原則に基づき、前後の期間の税負担公平を図るため、欠損金の繰

越し・繰戻しの制度が設けられている。

法人税では引き続き、平成 22 年３月 31 日までの間に開始する各事業年度においては、欠損金

の繰戻しは解散等特殊な場合や特定の中小法人を除いて停止されている。しかし、欠損金の繰越

控除と繰戻還付の両方を機能させることは、黒字決算と赤字決算とを繰り返す経営基盤の不安定

な中小法人にとっての救済措置として有効である。

すべての法人につき欠損金の繰戻還付については早急に停止措置を解除し、中小法人について

は経営規模の脆弱性に鑑み、かつ欠損金の繰越控除制度との整合性を図るため、繰戻期間を７年

間とするべきである。

７．法人税の中間申告については、前事業年度の確定法人税額が 60 万円以下の場合には不要と

すること。 (法法 71)

【理 由】

前事業年度の法人税額が少額である場合の中間申告の不要制度は、法人での事務手数を省き、

年々増加する法人数に対処し税務行政の執行の合理化を図るための措置として、昭和 40年に創設

された。

現在は、前事業年度の確定法人税額が 20 万円以下の場合には中間申告が不要とされているが、

この基準額は昭和 49 年に 10万円から 20 万円に引き上げられて以来据え置かれたままである。

今日の経済情勢のもとで、納税者および行政機関における納税事務の簡素化、過去の基準額の

推移、消費税の中間申告の基準額等を勘案すれば、その基準額を 60 万円程度に引き上げるべきで

ある。

８．連結納税制度における連結グループ法人間の寄附金の全額損金不算入制度は廃止し、単体

法人と同様の損金算入を認めるべきである。 (法法 37②)
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【理 由】

連結納税制度において、連結グループ法人間の寄附金は全額不算入とされている。しかし連結

納税制度は、組織再編やグループ経営による効率性を促進させるため、連結グループを経済的に

一体のものであるとみなして課税するという趣旨のもと設けられたものである。

このような制度の趣旨からすれば、単一企業内における内部取引について寄附金課税が行われ

ないのと同様、連結納税制度における連結グループ法人間取引において生じる寄附金についても

単体法人と同様の損金算入を認めるべきである。

９．連結子法人の連結納税適用前・連結納税グループへの加入前の繰越欠損金の持込制度を緩和

すること。 (法法 81 の 9)

【理 由】

連結納税の適用開始前および連結納税グループへの加入前に連結子法人が単体で有していた繰

越欠損金は、連結親法人の最初の連結事業年度開始の日前７年以内の青色欠損金額等を除いて、

原則として連結納税グループへの持込みは認められていない。

また、連結納税グループへの加入に当たって、連結子法人となる法人は、原則として時価評価

資産に係る評価損益を計上しなければならないが、連結納税適用開始５年前以前から継続して

100％子会社であった子法人等は適用除外とされている。

これは、連結納税グループという納税単位への加入に当たり、それまでの納税単位での課税関

係を清算するとともに、繰越欠損金を有する企業の買収・子会社化等意図的な租税回避の防止を

図ったものである。

連結納税においては子会社の繰越欠損金の持込ができないため、子法人が繰越欠損金を有する

企業グループでは連結納税制度の採用を避ける傾向があり、企業グループの一体経営が急速に進

展しつつある実態に対応できていない。

連結グループの子法人がその企業グループの活動として生み出した繰越欠損金については、連

結納税グループに持ち込めるように制限を緩和するべきであり、連結納税開始に伴う時価評価の

場合に準じて、連結納税適用開始５年前以前から継続して 100％子会社であった子法人について

は、繰越欠損金の持込を認めるべきである。

10．試験研究費に係る税額控除制度について、次の改正を行い、より利用価値の高い制度に改

めるべきである。

(1) 試験研究費に含まれる「人件費」について、専任担当者以外の者でも従事割合が合理的

に算定出来る場合は、その算定された人件費は試験研究費に含めるべきである。

(2) 試験研究費に係る税額控除限度超過額の繰越期間を７年間に延長させること。

(措法 42 の 4)

【理 由】

(1) 対象となる試験研究費に含まれる「人件費」は、「専門的知識を持って試験研究の業務に専ら
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従事するものの人件費」に限られているが、中小企業の場合、試験研究の業務のみに従事させ

るようなケースは稀であり、他の業務と兼任することがほとんどであるため、試験研究費の対

象とならない。したがって、中小企業の試験研究を促進するため、専ら従事していなくても、

従事割合が合理的に算定出来る場合は、その合理的に算定された人件費は試験研究費の対象に

含めるべきである。

(2) 研究開発は、成果が現れるまでには多額の投資と膨大な時間を要するものが多い。しかし、

現行制度では、支出事業年度の税額控除超過額の繰越期間が１年で打切られ、税額控除による

研究開発の支援が有効に活用できない。

試験研究費の支出事業年度において控除し切れなかった税額は、次年度以降の試験研究費の

増加要件を撤廃したうえで繰越控除期間を７年間とし、さらに、税額控除の順序についても、

古い年度の限度超過額から順次控除することとし、企業の研究開発を支援すべきである。

11．民事再生法の認可決定等があった場合、貸倒処理や人員整理等による損失と債務免除益の

相殺を可能とする債務免除益の課税繰延措置を設けること。

【理 由】

債務免除額は、過剰債務を抱える企業の経営資源を再生するための必要適正額として決定され

るべきであるが、実際には免除益に対する課税に大きく影響される。

迅速な企業再生を支援する観点から、平成 17 年度改正において、民事再生法等の法的整理や一

定の私的整理において債務免除が行われた場合、申告書添付による資産の評価損（益）の損金（益

金）算入と期限切れ欠損金の優先的利用が認められることになった。さらに、平成 18 年度改正に

おいても、会社更生法等の法的整理や一定の私的整理においてデット・エクイティ・スワップ（DES）

が行われる場合の債務消滅益の額を会社更生等による債務免除等があった場合の欠損金の損金算

入制度の対象とすることとされた。

しかし、売掛金・貸付金等の金銭債権や金銭債権以外の差入保証金に係る含み損、将来債務と

なる退職金予定額等については、その範囲外とされており、債務免除益に対する課税が先行する

ことになる。

そこで、適正水準の債務免除を阻害しないように、固定資産の含み損や欠損金と相殺できない

債務免除益について、債権の貸倒処理やリストラによる退職金支給等の施策が再建計画で明らか

にされている場合には、その計画の範囲内の金額につき、再建計画が実施される一定期間内の事

業年度まで課税を繰り延べる債務免除課税の繰延制度を創設すべきである。

12．特殊支配同族会社の役員給与に係る損金不算入制度を廃止すべきである。 (法法 35)

【理 由】

平成 18 年度改正により導入された本規定については、適用対象となる法人が不明確であること

や、税負担の増加により中小法人に与える影響等の問題点が指摘されてきた。

これらの指摘を受け、課税庁は、取扱通達公表前に本規定に関する質疑応答事例を公表し、適
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用対象法人の範囲等が明らかにされた。さらに、平成 19 年度改正では、資本金 2,000 万円未満の

黒字法人の平均所得金額を考慮し、適用除外となる場合の基準所得金額が 1,600 万円に引き上げ

られた。

しかしながら、法人形態と個人形態との税負担差の是正を図るには、本来は個人の段階で解決

を行うべきであるが、これを法人段階で課税するなどの制度上の根本的な問題点は残されたまま

になっている。また、この制度は、会社法の施行に伴って容易に法人設立が行われるという予測

のもとに、法人成りによる租税回避に対処するために設けられたものである。しかし、節税を主

たる目的としてだけで法人成りが為されるわけでなく、さらに、会社法施行前から存する会社に

ついても、この規定の適用を受ける問題も有している。加えて、会社が既に役員報酬として支給

し担税力がなくなった部分に対して課税されることにもなる。

種々の問題を抱える本規定については、廃止すべきである。

13．退職給付引当金の損金算入を認めること

【理 由】

平成 14 年度の税制改正で、連結納税制度の創設に伴う税収減に対応するために、退職給与引当

金制度は廃止された。

しかし、退職給付金は労働協約、就業規則、労働契約等によって支払条件が明確であれば労

基法11条の｢労働の対償｣としての賃金に該当し、退職金請求権は法的な保護を受け、確定債

務的側面を有している。また、「会社計算規則」「中小企業の会計に関する指針」においても退

職給付引当金の計上が求められ、退職給付引当金の損金算入を認めないことは中小企業における

一般に公正妥当と認められる会計基準の採用を阻害している。

よって、期末自己都合要支給額をもって退職給付引当金として損金算入とすべきである。
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Ⅳ 相続税・贈与税

近畿税理士会では、遺産取得課税方式への変更に際し、相続税課税の前提となる基礎控除・納

税地・配偶者に対する税額軽減制度・相続時精算課税制度について特に考慮すべき点を項目とし

て掲げた。

また、課税方式の変更を前提としたうえで現行制度下での諸規定に関する項目も継続して掲げ

ることとした。

遺産取得課税方式による相続税のあり方については、今後も継続して検討していきたい。

１．遺産取得課税方式に変更となった場合には、基礎控除については、相続人間の課税の公平

を十分に考慮すべきである。

【理 由】

現行の遺産に係る基礎控除額は、5,000 万円と 1,000 万円に法定相続人の数を乗じた金額との

合計額である。例えば、法定相続人が３人である場合は 8,000 万円となり、これは、遺産全体の

課税最低限を規定したものである。したがって、遺産が基礎控除額を超え、相続税が課税される

場合においては、取得した財産の課税価格が少額である者にあっても相応の相続税を負担するこ

ととされている。

遺産取得課税方式において、各人ごとの基礎控除額が規定されるのであれば、相続税内での税

収の増減のためではなく、課税上の不公平が生じないように考慮されるべきである。

２．遺産取得課税方式に変更となった場合においても、以下の点については、原則として現行

の制度を維持すべきである。

(1) 納税地

(2) 配偶者に対する相続税額の軽減

【理 由】

(1) 現行の規定においては、納税地は、「被相続人の死亡の時における住所地」とされている（相

法附則３）。今後の申告実務と税務調査とのいずれの観点からも、遺産取得課税方式においても、

現行の制度を維持することが適当である。

(2) 配偶者に対する相続税額の軽減規定は、同一世代間の財産移転であること、次の相続が遠か

らず起こりうること及び残存配偶者の生活保障に配慮する必要があることの観点から設けられ

たものである。したがって、遺産取得課税方式においても、一定割合又は一定額の税額軽減規

定が存置されることが適当である。

３．遺産取得課税方式への変更に際しては、相続時精算課税制度を選択している者への措置を

講じるべきである。
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【理 由】

相続時精算課税制度を選択した者の中には、現行の相続税の課税方式では課税がないことを見

込んで、親から子へ早期に資産を移転させたケースもある。遺産取得課税方式への変更は、こう

した者への課税も予想されるところであり、法的安定性および予測可能性といった観点から、問

題がある。

また、将来において相続税が課税されないことを前提として、子が既にその資産を使い果たし

てしまうような場合も考えられ、将来の徴収の面においても問題がある。このため、相続時精算

課税制度を選択した者に対しては、何らかの経過措置を設ける等の格段の配慮を要望する。

４．小規模宅地等の課税価格の特例における特定居住用宅地等の適用対象面積を300㎡に引き上

げるべきである。 (措法69の4)

【理 由】

平成 13 年度改正において、日本の社会と経済を支えている中小個人企業者の事業承継に係る相

続税負担を軽減するという趣旨から、特定事業用宅地等についてはその適用対象面積が 400 ㎡に

拡大され、一方、特定居住用宅地等については 240 ㎡に引き上げられている。

しかし、居住用宅地等は相続人の生活の基盤であり、換価しにくい点では事業用宅地等と同様

の性格を有するものである。また、全国の持ち家住宅の平均敷地面積は 293 ㎡という調査結果も

ある（総務省統計局「平成 15 年住宅・土地統計調査」平成 15年 10 月１日現在）。

したがって、特定居住用宅地等の適用対象面積を 300 ㎡に引き上げるべきである。

５．小規模宅地等の課税価格の特例については、その小規模宅地等が未分割であっても、50％

減額の適用は認めるべきである。 (措法69の4)

【理 由】

昭和 58 年に小規模宅地等の特例が制定された時は、小規模宅地等が未分割であっても規定の適

用があった。しかし、平成６年度改正で取得者要件により減額割合が 80％と 50％とに区分された

ことに伴い、小規模宅地等の課税価格の特例は遺産分割が行われていることが要件とされること

となった。この結果、申告期限までに遺産が未分割である場合には、50％又は 80％の減額をしな

いで課税価格を計算し、いったん相続税を納付しなければならないことになる。

しかし、小規模宅地等はまず被相続人の利用状況により判定され、小規模宅地等に該当すれば

50％の減額が適用され、さらに相続人等の取得者要件により特定居住用宅地等に該当すれば 80％

の減額が適用されるものである。したがって、小規模宅地等の課税価格の特例は、たとえ未分割

であっても 50％の減額は適用されるべきである。

６．小規模宅地等の上に存する建物について、居住又は事業の継続に配慮し、相続税の課税価

格に算入する金額の一定割合を減額すべきである。
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【理 由】

租税特別措置法 69 条の４に規定する小規模宅地等の課税価格の減額は、相続人の居住権を保護

すること及び事業承継に支障を生じさせないことを目的とするものである。

平成 18 年度の土地白書によると、三大都市圏の都心部の地価は上昇又は横ばいとなっているが、

過去の地価水準と比較すると、住宅地はおおむね昭和 50 年代半ば、商業地はおおむね昭和 49 年

以前の水準にとどまっている。他方、新設住宅の坪単価は上昇傾向にあり、建物価格の割合が相

対的に増加している場合が多いと思われる。特にマンションの場合には、居住用不動産全体に占

める建物価格の割合が大きい。

土地及び建物はそれぞれ別々のものではなく一体となって効用を発揮するものであり、円滑に

居住や事業の承継が行われるようにするために、土地のみでなく建物にも減額措置を講じるべき

である。

７．取引相場のない株式等を純資産価額方式によって計算する場合における、評価会社の課税

時期前３年以内に取得した土地等又は家屋等に対する評価の特例を廃止すること。

(評基通185)

【理 由】

個人が相続等により取得した土地等又は家屋等で、相続開始前３年以内に取得されたものにつ

いては、旧措置法69条の４によって、相続税法22条の規定にかかわらず、その取得価額を課税価

格に算入することとされていた。しかし、この規定は地価の急落を背景に平成８年度改正で廃止

された。

旧措置法69条の４と同様に、取引相場のない株式等を評価する場合、評価会社が所有する土地

等又は家屋等で課税時期前３年以内に取得したものについては、通常の取引価額により評価する

こととされているが、同じ土地等又は家屋等の評価でありながら、取引相場のない株式等の評価

に際してだけそのような評価の特例を残す意味は既になく、早急に廃止すべきである。

８．相続税の更正の請求の理由に「相続により継承した保証債務の履行があり、求償権の行使

が不能な場合」を加えること。 (相法32)

【理 由】

保証債務は、確実な債務でないので、相続開始時において履行が確実なものを除き、債務控除

の対象とならない。また、相続した保証債務を履行しても、相続開始時点において債務が存在し

ていたとする更正の請求は認められない。

しかし、相続人は相続開始時にはその保証債務の存在すら知らず、相続開始後相当期間経過後

に保証債務の履行を迫られ、初めてその存在を知るケースもある。

したがって、保証人としての地位が相続によって承継されることを踏まえ、相続開始後にその

保証債務の履行を行い、かつ、求償権の行使が不可能と認められる場合には、相続した保証債務

が顕在化したものとして、更正の請求の特則が認められるべきである。
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Ⅴ 消費税

１．複数税率の導入に反対する。

【理 由】

今後、消費税を含む税体系の抜本的改革が取り組まれるが、消費税率の引上げも検討されるも

のと思われる。これまで、消費税率の引上げに関しては、複数税率の導入が検討課題とされてき

たが、複数税率の導入には、以下の理由により反対である。

(1) 事業者の事務負担が増大すること。

複数税率制は、消費税の制度そのものを複雑にし、事業者の事務負担を増加させることに

なる。

(2) 複数税率を悪用した意図的な租税回避のおそれがあること。

例えば、食料品に軽減税率が適用された場合、同じ食料品を販売するとしても、事業者に

販売した場合と消費者に販売した場合とで、適用される税額が異なることとなる。このよう

に、同一の財・サービスに対して複数の税率が存在すれば、低い税率を適用して税負担を不

当に免れようと考える者が現れる。しかし、課税庁の現体制からみて、税務調査を強化す

ることは困難であり、結果として悪質な納税者を放置するおそれがある。

(3) 還付申告者への対応が困難であること。

食料品等に軽減税率が適用される場合は、農業事業者を中心に還付申告者が増加する

ことが予想される。消費税の本質論からは、これらの者への還付は当然に認められるも

のである。しかし、記帳の問題等を含め、これらの者が複数税率に適正に対応できるか

どうか疑問である。

(4) 標準税率引上げの可能性があること。

軽減税率を採用した場合には、そのことにより減少した消費税を、標準税率の引上げ

により補填することが容易に予測できる。そうだとすれば、消費者の全体としての税負

担は変わらないにもかかわらず、消費税制度を複雑にしただけの結果となる。

２．インボイス方式の導入に反対する。

【理 由】

インボイス方式は以下の理由によりその導入に反対する。

(1) 事業者の事務負担が増大すること。

現行の帳簿方式は、法人税や所得税の所得算定にいわば付随する形で行われていたため、

事業者にそれほど過度な負担を強いるものではなかった。これに対しインボイス方式は、請

求書や領収書等の発行に加えてインボイスを別途発行する場合であっても、税額を明記した

領収書等の発行をもってインボイスとする場合であっても、税額を集計するといった新たな

業務が必要となる。これらの新たなコストを、特に中小事業者に負わせることには相当の問

題がある。
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(2) 消費税が附加価値税であること。

仕入税額控除は附加価値を算定するための生命線である。インボイスの有無に関わらず、

仕入れという事実があれば、これを控除するのは消費税の本質から当然のことである。仕入

れの事実があるにも関わらず、インボイスがないという理由だけでこれを排除することは、

消費税の本質論から見て妥当ではない。

(3) 新たな悪質な租税回避がかえって増加する可能性があること。

インボイス方式は、悪質な租税回避防止の観点からもメリットがあると言われている。し

かしながら、例えば、韓国では、1977 年の附加価値税導入当初から厳格なインボイス方式を

採用しているが、インボイスを発行する権限のない事業者が他人名義により事業を行う偽装

事業者の問題や、架空インボイスを発行し相手方に仕入税額控除を不当に受けさせるといっ

た悪質な租税回避が後を絶たないといわれている。インボイス方式は、必ずしも悪質な租税

回避防止の切り札にはならないことを認識すべきである。

(4) 免税事業者が取引から排除されるおそれのあること。

インボイス方式は、免税事業者からの仕入れに係る益税問題にも効果があるとされる。し

かし、そのことは日常の商取引から免税事業者を排除する可能性がある。このことは、税額

が明らかになること以上に、より大きな問題であると考える。

３．納税義務等の判定において、基準期間制度を廃止すること。 (消法 2①十四,9,12 の 2,37)

【理 由】

消費税の納税義務の判定及び簡易課税制度適用の判定は、それぞれ基準期間の課税売上高によ

り行われる。

しかしこの方法では、その課税期間の課税売上高の規模に関わらず、基準期間の課税売上高に

よって納税義務等が判定されることから、当期の事業規模と計算方法にギャップが生じることが

ある。つまり、その課税期間の課税売上高がたとえ１億円を超えても、基準期間の課税売上高が

1,000 万円以下であれば免税事業者となり、また、5,000 万円以下であり届出書を提出していれば

簡易課税制度が適用されることになる。

事業規模の実態に即した消費税の計算及び申告納税を確保するためにも、消費税の納税義務及

び簡易課税制度適用の判定基礎となる課税売上高は、基準期間ではなく当該課税期間の課税売上

高とすべきである。また、基準期間を廃止することにより、新設法人のような、資本の大小によ

る判断も不必要となり、設立後２年間の免税期間もなくなるので、同一事業主が個人事業と法人

事業とを交互に選択することによる租税回避行為を防止することにもなる。

なお基準期間を廃止した場合、消費税の納税義務者となるか否かは当該課税期間終了後でない

と判明しない。これに対応するため、簡易課税制度選択は事前届出制を廃止し、当該課税期間に

係る申告において行うこととすべきである。
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４．次の届出書の提出期限を消費税法に規定すること。

(1) 消費税課税事業者選択（不適用）届出書 （消法 9④⑤）

(2) 消費税簡易課税制度選択（不適用）届出書 （消法 37①②）

(3) 消費税課税期間特例選択（不適用）届出書 （消法 19①②③④）

【理 由】

現行消費税法において上記届出書に関する規定は、その効力を発する期間を定めたものであり、

届出書の提出期限を定めたものではない。しかし他の税目にあっては、届出書の提出期限そのも

のが定められているケースが多い。これにより、上記届出の場合には国税通則法 10 条２項（休日

の翌日を期限とする規定）の適用がないが、他の税目において同条を適用する類似の場合と混同

して上記届出の場合にも同条の適用があるものと実務上勘違いしやすい。したがって、他の税目

との整合性から、例えば「～を選択する場合には、前課税期間終了の日までに届出書を提出しな

ければならない」というように、期限を定めた規定に消費税法を改正すべきである。

５．消費税等の確定申告書の提出期限を、個人事業者については所得税の、法人については法

人税の、それぞれ確定申告書の提出期限と同様とすること。

【理 由】

消費税法においては、事業者の確定申告書の提出期限は課税期間の末日の翌日から２月以内と

定められている。しかし、個人事業者の場合は、租税特別措置法によりその年の翌年３月 31 日と

する特例が設けられている。この特例は、消費税導入時の混乱を避けるために設けられたもので

あり、すでにその使命は果たしているので廃止すべきである。

そのうえで、消費税等の計算と所得税の計算は相互に関連性があることに鑑み、消費税法にお

いて個人事業者の確定申告書の提出期限を所得税同様その年の翌年３月 15 日と定めるべきであ

る。

一方、法人税においては法人税法 75 条及び 75 条の２の規定により、災害その他やむをえない

理由又は、会計監査人の監査を受けなければならないこと等の理由により決算が確定しない場合

には、法人税の申告期限の延長が認められている。また、地方税においても同様の制度が設けら

れている。ところが、消費税法には同様の規定がなく、法人税の申告期限の延長を受けた事業者

が消費税等についても同様の扱いがあるかのような錯覚を起こしかねず、現にその勘違いによる

トラブルも発生している。

消費税等の申告は、法人税における決算確定と申告実務と密接に関連しており、両者を別個に

取り扱う規定は現実的ではなく、不合理である。そもそも、決算が承認確定していない決算日後

２月の時点では、決算を修正することもありうるとすれば消費税の算定も確定しているとはいえ

ない。したがって、法人税の申告期限が延長されている場合には、消費税等も法人税と同様の取

扱いができるようにすべきである。
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６．仕入税額控除の要件とされている帳簿への記載は、一定の要件を満たす請求書等を保存し

ている場合は簡略化すべきである。 (消法 30⑦)

【理 由】

消費税法 30 条７項は、仕入税額控除の要件として記載要件を満たした帳簿及び請求書等の両方

の保存を義務づけており、この記載要件を充足しない場合には、事業者が実際に負担した仕入税

額を控除できないことになる。

ところで、事業者が作成している一般的な会計帳簿は、事務効率化の観点から、相手先の氏名、

取引の年月日、取引の内容、支払対価の額について、請求書等の証憑によって確認することがで

きる場合には、適宜省略して記載するのが通例である。消費税法の規定どおりの帳簿を作成する

ことは、事業者の事務処理に過度の負担を強いることになる。

したがって帳簿等への記載は、保存している請求書等が消費税法に規定する記載要件を満たし

ており、請求書等において取引の信頼性を確保することができれば、簡略化すべきである。

７．簡易課税制度について次のような見直しを行うこと。

(1) 事業区分を２～３区分とし、みなし仕入率の見直しをすること。

(2) 簡易課税適用事業者が一定金額以上の設備投資等をした場合、簡易課税制度による控除税

額に当該設備投資に係る消費税額を加算して税額控除をすること。

(3) 簡易課税制度の選択を確定申告時にできるものとすること。 (消法 37,消令 57)

【理 由】

(1) 消費税の計算は、本来は原則課税により行われるべきである。簡易課税制度はあくまで小規

模事業者の事務負担軽減のための特例として、事業者が原則課税により消費税の事務ができる

ようになるまでの経過的なものである。

以上の理由から、事業区分を現行の５区分から２～３区分程度に簡素化し、みなし仕入率を

簡易課税制度による納付税額が原則課税による納付税額よりも大きくなるよう設定することに

より、簡易課税制度が、納税事務負担の軽減のための制度であることを明確にすべきである。

(2) みなし仕入率は設備投資などがない通常時を想定して設定されているので、簡易課税制度適

用事業者が一定金額以上の設備投資等をした場合であっても、その控除を受けられないという

結果になる。

簡易課税制度が納税事務負担の軽減のための制度であるとはいえ、多額の設備投資をしても

その控除を受けられないことは、納税者にとってあまりにも大きな負担であり、また結果とし

て設備投資意欲を削ぐことにもなりかねない。

したがって、簡易課税選択適用事業者であっても、一定金額以上の設備投資等をした場合に

は、当該設備投資等に係る仕入税額控除ができる制度を創設すべきである。

(3) 簡易課税制度の適用を受けるには、適用を受ける課税期間の初日の前日までに簡易課税制度

の選択届出をしなければならず、これを失念すると原則課税によることとなる。また、原則課

税による仕入税額控除を受ける場合には、帳簿及び請求書等の保存を要件としており、保存が

無い場合には仕入税額控除が全く受けられないということとなる。
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これは、税務知識に乏しい小規模事業者、特に開業間もない事業者にとっては由々しき問題

である。したがって、確定申告書の提出期限までに簡易課税制度選択届出書を提出すれば良い

ものとするよう改正すべきである。

８．消費税の納税義務の判定における課税売上高は、税抜き価格に統一すべきである。

(消法 9,37①)

【理 由】

課税事業者であれ、免税事業者であれ、その受領する資産の譲渡等の対価は、総額表示方式を

前提とすれば、消費税等相当額が含まれているものと解される。一方、免税事業者から購入した

棚卸資産等についても課税事業者から購入したものと区別することなく仕入税額控除ができるこ

とからも同様のことが伺える。

また、免税事業者であっても、価格を決定する要素として、仕入れに含まれる税額の負担を経

営判断で価格に織り込んでいるのが通常である。

これらの理由から、基準期間における課税売上高は、いわゆる税抜き価格に統一すべきである。

また統一することにより、基準期間における税込み売上高が 1,050 万円であれば、基準期間が免

税事業者であれ、課税事業者であれ、当課税期間では免税事業者となり、現行のような混乱を避

けることができる。
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Ⅵ 印紙税

印紙税は、すみやかに廃止すべきである。

【理 由】

印紙税の課税根拠は、契約書等の文書が各種の経済取引の表現であり、担税力の間接的表現で

あることにあるとされる。しかしながら、印紙税は以下に掲げるような問題が多いため、すみや

かに廃止すべきである。

(1) 印紙税は、経済取引に伴い作成される文書に着目して税負担を求められるものであるが、

経済取引については原則として消費税が既に課税されており、二重課税の側面がある。

(2) インターネットを利用した電子商取引における電子文書は、印紙税法上の「文書」に該当

しないため印紙税の課税対象とはならず、同じ経済取引であっても紙の文書を作成する場合

との間で公平性を欠く結果となっている。「不公平を解消するために、電子文書にも印紙税を

課税すべきである。」という意見もあるが、不特定多数が利用する電子取引を的確に把握し、

これに課税の網をかけることは実際には不可能である。

(3) 課税・非課税の判定は、印紙税法別表第一「課税物件表」に委ねられているが、経済取引

が複雑になった現在では、納税者がその判定に苦慮することが多い。そもそも、特定の文書

は課税し、それ以外の文書は課税しないとする区分け自体の理由が不明瞭である。
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Ⅶ 地方税

１ 住民税

１-(1) いわゆる人的控除と呼ばれる所得控除の額を、所得税と同額にすること。

【理 由】

住民税の課税最低限の議論は、例えば昭和 39年 12 月の政府税制調査会長期答申において、「住

民税の性格にかんがみ、所得税に比較してより広い範囲の納税義務者がその負担を分かち合うと

いう観点から、その課税最低限については、所得税のそれとは差異があるべきであると認めた。」

とされたように、応益負担原則あるいは負担分任原則を根拠に、所得税よりも低く設定されるこ

とが認められてきた。

しかし、人的控除（特に配偶者控除、扶養控除、基礎控除）は、憲法 25 条の生存権を保障する

ための最低生活費としての性格を有するものであり、その意味において所得税と住民税に差異を

設ける理由はない。したがって住民税においても人的控除と呼ばれる所得控除の額を、所得税の

それと同額にまで引き上げるべきである。

１-(2) 二重課税となっている次の制度を廃止すること。

① 個人の道府県民税均等割の重複（二重）課税を廃止すること。 (地方法24)

② 政令指定都市における「区」の区域について、一の「市」の区域とみなす規定を廃止する

こと。 (地方法737)

【理 由】

① 地方税法 24 条では、個人が同一道府県内の異なる市（政令都市にあっては区）町村に、住所

と事務所等を有する場合には、その市（区）町村ごとに、道府県民税の均等割が課されること

となっている。一人の者に、道府県民税の均等割を二度課すことは、明らかな二重課税である。

したがって、この制度そのものを即刻廃止すべきである。

② 地方税法 737 条は、政令指定都市の区について、都の特別区と同様に区を市とみなして道府県

民税、市町村民税及び固定資産税に関する規定を準用及び適用している。この結果、法人が一

政令指定都市内の異なる区に事務所を二カ所以上有する場合は、法人市民税の均等割はその区

ごとに納付することになる。また固定資産税の免税点の判定も、その区ごとに判定されること

となる。

東京都の特別区は特別地方公共団体として法人格を有しており、課税自主権がある。これに

対し、政令指定都市の区は、市長の権限に属する事務を分掌させるために設けられただけのも

のである。そこには法人格も課税自主権もなく、課税権は政令指定都市が有するのみである。

したがって、政令指定都市が区ごとに法人市民税の均等割を課すことは、明らかな二重課税

であるから、区を市とみなす規定は廃止すべきである。
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１-(3) 個人住民税における住宅借入金等特別税額控除については、確定申告期限後でも認める

ように配慮すべきである。

【理 由】

現行の税制では個人住民税における住宅借入金等特別税額控除は確定申告期限までに申告が必

要であり、期限後申告については適用されない。この点について、税制改正大綱では「納税通知

書が送達された後に申告書が提出された場合においても、市町村がやむを得ない理由があると認

めるときは、税額控除を適用できる」としている。

しかしながら、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除制度は平成 19 年度の税制改正に

おいて国から地方に税源移譲した結果生じた産物であり、住宅借入金等特別税額控除の適用を受

けていた者、あるいは、受ける予定であった者には予測し得ないものであった。それにも関わら

ず申告期限までに提出した場合に限り適用されるのはあまりにも酷であり、また「市町村がやむ

を得ない理由があると認めるとき」といった行政側の裁量による余地を残すのは妥当ではない。

従って、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除については確定申告期限後でも認める

旨を明確に法律に規定すべきである。

１-(4) ふるさと納税に反対する。

【理 由】

ふるさと納税は、地域に密着した民間公益活動やわが国の寄附文化を一層促進するという観点

から創設された。しかし、導入されたふるさと納税は、寄附金控除という方式を採用しているも

のの、実質的には当該地方公共団体への納税と異ならない。

地方税は、応益負担の原則、あるいは負担分任の原則を根拠に課されるものである。納税者が

サービスを受けている地方公共団体に納付すべき税金の一部を削減し、サービスを受けていない

地方公共団体にその一部を納税することは、この地方税の原則に反することとなる。

また、納税者が納税地を自由意思で選択できるということは、例えば当該地方公共団体のマス

コミの取り上げ方次第によっては、税収が大きく変動することも予想され、これは税の中立性の

観点からも問題がある。

したがって、ふるさと納税は廃止し、従来の寄附金控除の対象範囲を拡大する等で対応すべき

である。

１-(5) 法人住民税の均等割の適用区分に用いる資本金等の額について、資本金等の額の減少に

より生じた剰余金を損失の填補に充てた場合には、資本金等の額から減額できるようにすべ

きである。また、外形標準課税の資本割の課税標準に資本金等の額の減少により生じた剰余

金を損失の填補に充てた金額は含まないとされている取扱いも恒常化させるべきである。

(地方法 52,312)

【理 由】

① 法人住民税の均等割は、「資本金等の額と従業者の数」の大きさにより段階的に増加していく。
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しかし、この資本金等の額は、「法人が株主等から出資を受けた金額として政令で定める金額」

（法人税法２条十六号）であることから、長期間にわたり経営内容が悪化し経営を立て直すた

め資本金等の額の減少により生じた剰余金を損失の填補に充てた場合にも、法人税法上の資本

金等の額が変化しないので減資されなかった場合と同額の均等割課税が継続することとなる。

したがって、そのような無償減資等を行った法人については事業規模の減少があったものと

して、その法人に係る法人住民税の均等割の適用区分に用いる資本金等の額については、その

算定の基礎となる資本金等の額から、当該無償減資等の金額を控除すべきである。

② 外形標準課税の資本割の課税標準に資本金等の額の減少により生じた剰余金を損失の填補に

充てた金額は含まないとされている（事業税附則第９条第 13 項）取扱いは、平成 22年３月 31

日までに開始する事業年度に限定されているが、恒久的に行えるよう改正すべきである。

２ 事業税

２-(1) 個人事業税における事業主控除額（現在 290 万円）を 650 万円に引き上げること。

(地方法 72の 49 の 10)

【理 由】

個人の事業所得には勤労性を有する所得が含まれていることから、個人事業税における事業主

控除の制度は、法人事業税とのバランスを考慮して規定されている。しかしながら個人事業税に

おける事業主控除額は平成 11 年の改正以後見直しがされておらず、少なくとも外形標準課税の適

用されない中小企業の役員の平均給与額程度には合わせるべきである。

民間給与の実態調査によると、資本金 2,000 万円未満の中小企業役員の平均給与収入額は 650

万円程度であることから、事業主控除の額は少なくとも 650 万円に引き上げ、制度の目的と合致

させる必要がある。

２-(2) 法人事業税の軽減税率が不適用となる分割法人の基準を資本金１億円超とすること。

(地方法 72の 24 の 7④)

【理 由】

法人事業税の軽減税率（段階税率）が不適用となる分割法人の基準は、３以上の道府県におい

て事務所又は事業所を設けて事業を行う法人で、資本の金額又は出資金額が 1,000 万円以上のも

のとされている。

これに対して、複数の都道府県に事務所等を持たない法人の場合、法人事業税の軽減税率（段

階税率）は資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人に適用される。

「分割」とは複数の都道府県に事務所又は事業所をもつ法人がそれぞれの事務所等所在地の都

道府県から受けるサービスに対する負担として法人の所得を単に配分（分割）するものであり、

それによって、分割対象法人とそれ以外の法人とで資本金の額又は出資金の額の基準に差を設け

ることへ結びつけるのは不合理である。法人税率の軽減においても原則として資本金の額又は出
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資金の額が 1 億円以下であるかが決定要因となっている。

したがって、法人事業税の軽減税率が不適用となる分割法人の資本金の額又は出資金額は１億

円超とすべきである。

２-(3) 外形標準課税に係る徴収猶予制度の適用要件を形式的に明確化すべきである。

(地方法 72 の 38 の 2,地法令 32 の 2)

【理 由】

外形標準課税では赤字法人にも税負担を求めることから、納税資金面等に配慮し、次の要件の

いずれかに合致した場合には徴収猶予が受けられる旨規定されている。

① ３年以上所得がなく、経営の状況が著しく悪化し又は悪化するおそれがあると認められる法

人で、これによってその地域における雇用の状況その他地域経済に重大な影響を及ぼし又は

及ぼすおそれがあると認められる法人

② 設立後５年以内の所得がない法人で、著しい新規性を有する技術又は高度な技術を利用した

事業活動を行っている法人であって、その事業活動が地域経済の発展に寄与すると認められ

る法人

しかし、以上の要件は、地域経済への影響の大小などが判断基準とされ、その裁量は行政に委

ねられる。

納税猶予制度適用要件として地域経済への影響など個別事情を判断基準に入れるべきではなく、

形式的に３年以上所得がない法人又は設立後５年以内の所得がない法人と明確化すべきである。

３ 固定資産税

３-(1) 固定資産税の税額通知の課税明細書に、税額の計算過程を明示すること。

【理 由】

土地に係る固定資産税評価額は公示価格の７割を目途とされるが、その価格の急激な変動によ

る税負担の緩和措置として負担調整措置が地方税法附則に定められている。しかし現行では、こ

の負担調整措置による課税標準額の算定過程が納税者に明示されておらず、固定資産税評価額と

算出される税額との関係を納税者が理解しにくい状況にある。

そこで、固定資産税の税額計算の過程を課税明細として通知することで、各納税者が税額算出

の根拠と過程とを検証できるようにすべきである。

３-(2) 新築住宅等に係る固定資産税及び都市計画税の減税措置について、その適用期間を５年

間（現行３年間）とし、面積基準を 240㎡（現行 120 ㎡）に拡大すること。

(地方附 16①、②)
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【理 由】

固定資産税及び都市計画税においては、新築住宅は新築後３年間、３階建以上の中高層耐火住

宅は新築後５年間、その建物の 120 ㎡までの部分の税額について２分の１に減額することになっ

ている。これを次のように簡素化・拡充を図るべきである。

① その構造に関わらず、減額期間を５年に統一する。

② 他の住宅促進税制の床面積基準の上限にならい 240㎡までは減額対象とすべきである。

３-(3) 償却資産に係る固定資産税について、以下の点を見直すこと。

① 償却資産に係る固定資産税の免税点を 300 万円（現行 150万円）に引き上げること。

(地方法 351)

② 償却資産に係る固定資産税の賦課期日を決算期末とすること。

③ 償却資産に係る固定資産税の課税物件から、租税特別措置法の規定により取得価額の全額

が取得年度の必要経費または損金の額に算入される資産を除外する。

(地方法 341 四，349 の 2,359,383,地方令 49)

【理 由】

① 固定資産税の対象となる償却資産の免税点は現在 150 万円である。この免税点は平成３年に定

められ、その後 15年が経過している。設備投資は堅調になりつつあるが、これを税制面でも一

層支援するため、償却資産に係る固定資産税の免税点を 300 万円程度に引き上げるべきである。

② 償却資産に係る固定資産税の賦課期日は１月１日であり、申告期限は１月 31日である。

法人である納税義務者は、決算手続きにおいて、その事業年度末日における固定資産の未償

却残高を確定することになるが、12 月末日を事業年度末とする法人以外の法人は、償却資産の

申告にあたり、決算とは別に償却資産の異動を調査しなければならない。

このような申告業務を簡素化するために、納税義務者が法人である場合には、関係会社間で

決算期の違いを利用した資産移転を行うことなどに対する租税回避を防止する措置を講じた上

で、その賦課期日を当該法人の事業年度の末日とすべきである。また法人との整合性の観点か

ら、個人においては賦課期日を 12 月 31日とすべきである。

さらに、申告期限については、法人にあっては各事業年度の終了の日の翌日から原則として

２月以内とし、個人にあっては３月 15日にすべきである。

③ 土地及び家屋以外の資産で事業の用に供されるものについて、その減価償却費が法人税法又は

所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要経費に算入されるものも固定資産税の課税物

件となっている。したがって、いわゆる一括償却資産や取得価額 10 万円未満の少額減価償却資

産については課税物件から除外されるが、租税特別措置法の規定により取得価額の全額が取得

年度の必要経費又は損金の額に算入される減価償却資産については、課税物件の範囲に含まれ

る。その結果、貸借対照表に計上されていない資産に対して固定資産税が課されたり、逆に一

括償却資産のように、貸借対照表に計上されているにも関わらず、固定資産税が課されないと

いう、ねじれ現象が生じており、市町村、事業者の双方で混乱が生じている状態である。

そこで、そのような混乱を解消するためにも、課税除外の対象を、法人税法又は所得税法の

規定に限定するのではなく、租税特別措置法にまでその対象範囲を広げるべきである。
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４ その他

４-(1) 不動産取得税に関して以下の点を見直すこと。

① 課税標準の特例措置を廃止し、免税点を引き上げること。

② 離婚に伴う財産分与による不動産の取得を非課税とすること。 (地方法73の7,73の15の2)

【理 由】

① 不動産取得税は、例えば新築住宅の取得につき1,200万円の控除など、政策的には多数の税額

軽減の特例が設けられている。しかしながらこれらの制度は、その適用がある旨の申告がない

場合には適用されず、納税者には分かりにくい制度となっている。

一方免税点は、昭和48年から据え置かれているが、免税点を引き上げることにより、税額軽

減に対応することができる。したがって、税額軽減の特例措置をいずれも免税点制度にすべき

である。

② 離婚に伴う財産分与は、婚姻中に形成した夫婦の共有財産を分割精算して、それぞれの個人に

帰属させるための形式的な所有権の移転であり、従前からの実質的な所有権や持分権を確認す

る側面もあり、課税要件たる「取得」にあたらないとされ、不動産取得税は課税しないという

取扱いがされている。一方、財産分与が慰謝料又は将来の扶養のためにされたもの、つまり潜

在的持分以上に行われたと判断されると、その超えた部分については不動産取得税が課税され

ることとなる。しかし潜在的持分の顕在化なのか、潜在的持分を超えた部分の取得なのかの判

断はあいまいかつ非常に困難なものとなり、課税することに対する納税者の理解も得がたいも

のである。

加えて、平成 13 年度の地方税法改正では、「共有物の分割による不動産の取得」を非課税に

加える立法措置がなされている。したがって、離婚に伴う財産分与として不動産を取得した場

合には、一律に不動産取得税は非課税とすべきである。

４-(2) 事業所税は、廃止すべきである。 (地方法 701 の 30)

【理 由】

地方税法 701 条の 30 は、都市の行政サービスと所在する事業所等との受益関係に着目して、「指

定都市等は、都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てるため、事業所税を課す

るものとする。」とし、同法 701 条の 73 で道路、港湾、下水、河川、学校、病院等の具体的使途

を規定して本税が目的税たることが明記され、また同法 701 条の 40 で課税標準は資産割について

は事業所床面積、従業者割については従業員給与総額とされている。

本法は当初、人口の都市集中に伴う地方財政需要を支弁するため急遽作られたものである。し

かし、行政サービスとの受益関係に着目するのであれば、その租税負担は事業税に織り込まれて

いる。さらに、床面積を課税標準とする資産割については固定資産税及び都市計画税との二重課

税に該当し、従業者割については法人事業税の外形標準課税との二重課税になる。したがって、

事業所税は廃止すべきである。
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４-(3) 法定外税の安易な導入に反対する。

【理 由】

宿泊税や産業廃棄物税のような法定外税は、地方公共団体の課税自主権尊重の現れであり、い

わゆる三位一体の改革以後、地方公共団体の独自の財源確保の必要性から次々と導入されている。

しかしながら、その課税には以下に掲げる問題があることから、その安易な導入に反対する。

① 法定外税には、課税対象や納税義務者を過度に限定したものが多く、課税の公平の視点から

問題がある。また、課税の仕組みが複雑なものとなり、納税のための事務負担が大きくなる。

② 地方税の税務行政においては、数少ない税務職員が多様な税目に対応しているのが現状であ

り、法定外税の導入は税収の増加の割には、地方税制を複雑化させ、徴税コストの増加にも

つながりかねない。
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Ⅷ 環境税

環境税の導入には格別の配慮をすること。

【理 由】

環境対策の一環として、環境税導入の是非が多方面において議論されているところであるが、

導入に際しては下記の点について特に配慮し、透明性の高い税制とすべきである。

(1) 環境税のしくみ、その果たす役割を明確にし、広く国民に周知すること。

(2) 課税客体、課税標準などの課税要件を明らかにすること。

(3) 環境税の導入後も環境対策という名の下に安易な増税をしないこと。

(4) 環境税が環境対策にどの程度寄与したかを公表すること。

(5) 揮発油税のように上流課税とした場合であっても、消費税との二重課税を排除すること。

(6) 石油石炭税、揮発油税等の石油関連諸税との整理・統合を図り、納税者に過度の負担とな

らないよう考慮すること。

(7) 地方公共団体で独自に導入している環境税との整理・統合を図ること。
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Ⅸ 税務行政

１．租税行政手続についても行政手続法を適用すること。

行政手続法に定めのない部分は、国税通則法等において手続規定を整備すること。

【理 由】

平成５年に制定された行政手続法の目的は、「行政運営における公正の確保と透明性の向上を図

り、もって国民の権利利益の保護に資すること」にある。その行政手続法の大きな柱は、申請に

対する処分、不利益処分および行政指導に関する規定である。

ところが、租税行政手続においては、行政手続法および国税通則法によって、広い範囲でその

適用が除外されている。例えば、質問・検査については行政手続法３条１項によって、更正・決

定・賦課決定等の確定処分、国税の徴収処分、青色申告の承認取消処分等の不利益処分は国税通

則法 74 条の２の１項によって、それぞれ適用が除外されている。これは、国税に関する処分が大

量・反復的であること、限られた人員で適正・公平・迅速に手続の処理を図らなければならない

こと、申請の審査基準としては通達が公表されていること、等の理由によるものとされている。

しかしながら、租税行政手続は租税の確定および徴収の手続であり、ときとして納税者の財産

権を侵害する危険性を伴うものである。国税に関する処分が大量・反復的であり人員も限られて

いることは、徴税面を重視した適用除外の理由であるが、同時に、適用を除外しても納税者の権

利が保護されるかどうかという側面も考慮されなければならない。したがって、納税者の権利を

保護するという観点から、租税行政手続についても行政手続法を適用すべきであり、行政手続法

に規定されていない部分についてのみ、国税通則法により規定すべきである。

２．更正の請求期間を法定申告期限から５年以内（現行１年以内）とすること。

また、後発的事由による更正の請求の特例については、１年以内（現行２月以内）とすること。

(通法 23)

【理 由】

申告納税方式を採用している租税について、課税標準又は税額等の計算の誤り等により納付税

額が過大であったときの是正措置として、課税庁は減額の更正処分を申告期限から５年間行うこ

とができる。しかし納税者は、同様の措置としての更正の請求を申告期限から１年間しか行うこ

とができない。

このため納税者は、法定申告期限後１年超５年以内の期間については、法的根拠のない「嘆願」

という方法を用いて課税庁に減額更正を要請することになる。これに対して減額更正は、判例に

おいても税務署長の減額更正義務が否定されており、当該処分が行われるかどうかは課税庁の裁

量にもっぱら委ねられており、嘆願は法的な救済措置とはなっていない。

しかしながら、そもそも更正の請求制度の趣旨は納税者の権利救済にある。さらに減額更正の

除斥期間と比較しても、その期間をあえて１年とすることの必要性は認められないというべきで

ある。したがって更正の請求期間を減額更正処分の期間と同一の５年以内とすべきである。
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さらに、判決の確定等の後発的理由による更正の請求の期限は、現行法上２月以内に限られて

いる。しかし、このような規定が一般納税者に理解されているとは言い難く、納税者の正当な権

利を救済する見地から、この期間は１年間とすべきである。

３．更正又は決定を行う場合には、常にその理由を附記すること。 (通法 24～30)

【理 由】

今日、更正通知書における理由附記は、青色申告に対する更正および連結申告に対する更正を

除いて、法律上義務づけられていない。また、課税庁の取扱いはもちろん、判例も理由附記を要

求する法律の規定がないことを根拠にして、白色申告に対する課税処分に理由附記を欠いても違

法ではないとする。

以上より、青色申告制度のない消費税や相続税などの税目では、更正の理由が附記されること

はなく、青色申告の場合の所得税であっても、不動産所得、事業所得及び山林所得以外の所得に

関する更正についてはその理由が附記されないことになる。

ところで理由附記の趣旨は、課税庁の判断の慎重さや合理性を担保してその恣意性を抑制する

ためと、納税者に不服申立の便宜を与えるためであると理解されている。この趣旨からは、青色

申告、白色申告を問わず、すべての納税者に理由を附記しなければならないし、そもそも課税処

分の具体的根拠を納税者に示さなければ、納税者は十分な反論をすることが困難となる場合があ

る。

また、行政手続法は、行政庁が申請により求められた許認可等を拒否する処分及び不利益処分

をする場合には、その理由を示さなければならないことが規定されており、一般行政分野の行政

処分については理由附記が義務づけられている。

課税処分においても、一般の行政処分と同様に、理由が常に附記されるよう関係法令を改める

べきである。

４．納期限の翌日から２月を経過した日以後に適用される延滞税の 14.6％の割合について、

7.3％部分に特例基準割合を適用して算出した割合と 7.3％を合計した割合とすること。

(通法 60，措法 94)

【理 由】

延滞税は、国税債権の期限内における納付を担保し、期限内に納税した者との均衡を図るため

に設けられた制度であり、遅延利息に相当する利子税額と一種の行政制裁である延滞加算税額を

統合したものであるといわれている。

平成 11 年度改正において、過去に例を見ない低水準の金利を勘案し、利子税等の軽減を図るこ

ととされ、延滞税のうち 7.3％の部分は特例基準割合（基準時点の公定歩合＋４％）とされた。

しかしながら、延滞税のうち 14.6％の部分については、その割合は据え置かれたままである。

したがって、遅延利息部分 7.3％と行政制裁部分 7.3％とで延滞税 14.6％が構成されていると

考えた場合、14.6％のうち少なくとも遅延利息部分については特例基準割合を適用すべきである。
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５．国税局単位で定められている法定外資料は、電子申告納税制度に合うようできるだけ簡素

なもので統一し、同制度の一層の推進を図るべきである。

【理 由】

納税者が国に提出する書類には、各税法に定められた納税申告書等と参考資料として提出が求

められる法定外資料があり、法定外資料には書類の存否や提出の要否等国税局単位で取扱いの異

なるものがある。これらの法定外資料の中には電子申告納税制度では送付ができず、別途郵送す

る等従来どおりの手続が求められる場合がある。

納税申告書では電子申告納税制度の利用を勧奨しながら、従来の方法による書類の提出を求め

ることや、国税局単位で取扱いを異にすることには合理性は見出せない。

したがって、法定外資料は電子申告納税制度に合うようにできるだけ簡素なもので統一し、同

制度の一層の推進を図るようにすべきである。
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税制に対するご意見・ご要望をお寄せください

私たち税理士は、税務に関する専門家として、日々の業務を通じて、税の負担者たる

国民の視点に立ち、税に対する考え方を最もよく理解し、税制の様々な問題点を把握で

き得る立場にあります。また、私たちは、これらの問題点に対する改善策を考察し、税

制に対して効果的な提言を行うための知識と実力も有しております。

一方、税理士会および日本税理士会連合会は、税理士法第 49 条の 11 および第 49 条の

15 によって、税制および税務行政に対して建議できると規定されております。

つまり、税理士が税制に対して意見を表明することは、言わば国民の要請であり、ま

た、私たちに課せられた社会公共的使命を果たすことであるといえます。

近畿税理士会では、例年、「税制改正に関する意見書」を作成しており、この意見書は、

日本税理士会連合会において各税理士会の意見書を総括した建議書となり、財務省主税

局、国税庁、総務省自治税務局をはじめ関係各方面に提出され、改正に至った項目も少

なくありません。

今後もより実効性のある提言を行い、適正な税制の構築に寄与していくため、日々納

税者と接しておられる会員皆様のご意見を、ぜひお寄せいただきますようお願い申し上

げます。

ご意見・ご要望は、ＦＡＸ、郵送、電子メールのいずれかの方法により、下記の要領

でご提出ください。

なお、ご意見につきましては、意見書作成にあたって参考とさせていただくとともに、

ご意見をいただいた方のお名前は意見書の末尾に掲載いたします。

■提 出 先 近畿税理士会・調査研究部

● Ｆ Ａ Ｘ ０６－６９４２－２１８２

● 郵 送 〒540-0012 大阪市中央区谷町１－５－４

● 電子メール BCB10706@nifty.com

※ ＦＡＸ・郵送の場合は、次頁の罫紙を適宜ご利用ください。
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